
 

第 章 中小企業・小規模事業者の動向

前節では、最近の我が国経済の動向を概観した。本節では、とりわけ中小企業・小

規模事業者の動向に焦点を当て、業況、仕入・売上単価、採算、生産、設備、雇用、

資金繰り、倒産の順に見ていくこととする。

．業況

まず、中小企業・小規模事業者の業況を、中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構

「中小企業景況調査」 以下、「景況調査」という。 の業況判断 前期に比べて業

況が「好転」と答えた企業の割合 ％ から、「悪化」と答えた企業の割合 ％ を引い

たもの の推移により確認する 第 図 。中小企業・小規模事業者の業況判断

は、アベノミクスの「三本の矢」の効果もあり、 年 月期から 年 月

期にかけて、改善基調で推移した。とりわけ、 年 月期には消費税率引上げに

伴う駆け込み需要の影響もあり、前期から＋ ポイント上昇の▲ まで改善した

が、同年 月期には駆け込み需要の反動等もあり、前期から▲ ポイント低下の

▲ となりマイナス幅が拡大した。その後、同年 月期には前期から＋ ポイ

ント上昇の▲ まで改善したが、同年 月期には前期から▲ ポイント低下

の▲19.4 となり、マイナス幅は若干拡大した。足下の 年 月期には、前期か

ら＋ ポイント上昇の▲ となり、持ち直しの動きを示している。先行きの見通

しについても、持ち直しの動きとなっている。

企業規模別に見ると、中規模企業は中小企業全体の動きより高い水準で推移してい

るのに対し、小規模事業者は全体より低い水準にあり、中規模企業と比べてより厳し

い状況となっている。

                                                   
中小企業景況調査は、中小企業基本法に定義する全国の中小企業・小規模事業者 万 千社を

対象に、全国の商工会、商工会議所の経営指導員及び中小企業団体中央会の調査員により行わ

れる聴き取り調査。調査対象の約 ％が小規模事業者で構成されており、日銀短観に比べると、

小規模事業者の割合が高い。
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続いて、先ほど見た景況調査による中小企業・小規模事業者の業況判断 の推移

を、地域別に見ていく。

第 図 によると、地域別の業況判断 は、 年 月期から 年

月期までは、地域でばらつきが見られるものの、総じて改善基調で推移していた。し

かし、同年 月期は消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動等もあり、全ての地

域においてマイナス幅が拡大した。同年 月期以降については、地域ごとに水準の

差はあるものの持ち直しの動きがみられる。

続いて、業種別に業況判断 の推移を見ると、 年 月期には全ての業種に

おいてマイナス幅が縮小しており、特に建設業については 年の統計開始以来、

初めてプラス水準 ＋ を記録するなどの改善を見せていたが、同年 月期には、

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動等もあり、全業種においてマイナス幅が拡

大した。同年 月期には、建設業以外の全業種でマイナス幅が縮小し、足下では持

ち直しの動きを示しているが、建設業など一部の業種で足踏みがみられる 第

図 。
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▲

▲

▲

▲
▲

▲

▲
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▲
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▲
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▲

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

小規模事業者 中規模企業 全体
、前期比季節調整値

年

第 図 企業規模別に見た中小企業・小規模事業者の業況判断 の推移

資料：中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

注 業況判断 は、前期に比べて、業況が「好転」と答えた企業の割合 ％ から、「悪化」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの。

見通し

期
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．消費税率引上げが中小企業・小規模事業者に与えた影響

前項で確認した中小企業・小規模事業者の業況に最も大きな影響を及ぼした要因の

一つとして、消費税率の引上げがあった。第 章で確認してきたように、消費税率引

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

北海道 東北 関東 中部

近畿 中国 四国 九州・沖縄

、前期比季節調整値）

第 図 地域別・業種別に見た中小企業・小規模事業者の業況判断 の推移

（ ）地域別

資料：中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構 「中小企業景況調査」

注 ． 年 月期～ 年 月期。
．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。
． 年 月期は、 年 月 日時点の調査結果である。

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

、前期比季節調整値

業種別
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上げ前後で、駆け込み需要とその反動が生じ、我が国経済に大きな変化が生じた。消

費税率引上げは、中小企業・小規模事業者にも同様の影響をもたらしたと考えられる

が、本項ではその影響について、前回の引上げ時 年 月 との比較も合わせて詳

細に見ていくこととする。

第 ①、②図は日本政策金融公庫総合研究所「中小企業景況調査 」及び「全国

小企業月次動向調査 」により、消費税率引上げ前後の中小企業・小規模事業者の売上

前月と比べて売上が「増加した」と答えた企業の割合から「減少した」と答えた

企業の割合を引いたもの の推移を示したものである。消費税率引上げ前後の中小企

業の売上 の動きを見ると、建設関連、設備投資関連、その他で消費税率引上げ前

の駆け込み需要及び引上げ後の反動と思われる動きが確認できるが、家電関連、食生

活関連、衣生活関連では顕著な動きは確認できない 第 ①図 。乗用車関連につ

いては、引上げ か月前まで改善基調であったが、その後弱い動きとなっている。

前回の引上げとの比較で見てみると、今回の消費税率引上げは前回よりも引上げ前

後の影響がより顕著に出る結果となっており、あえて言えば、前回は家電関連で引上

げ前後の動きが若干顕著に出ている。また、前回の引上げ後には、アジア通貨危機に

より我が国経済全体が弱い動きとなったため、中小企業の売上 も弱い動きで推移

しているが、今回の引上げ後の売上 の推移を見ると、相対的に底堅く推移してい

る様子が分かる。

続いて、消費税率引上げ前後の小企業 の売上 の動きを見ると、製造業、卸売業、

小売業、サービス業、建設業、運輸業で消費税率引上げ前の駆け込み需要及び引上げ

後の反動と思われる動きが確認できるが、飲食店では顕著な動きは確認できない 第

②図 。

前回の引上げとの比較で見てみると、今回の消費税率引上げは前回よりも引上げ前

後の影響がより顕著に出る結果となっている様子が分かる。また、中小企業と同様、

今回の引上げ後の売上 の推移は、前回と比べて底堅く推移しているが、小売業に

ついては前回と同様弱い動きとなっている。

以上から、今回の消費税率引上げにより、中小企業、とりわけ小企業は大きな影響

を受けていることが分かった。

                                                   
日本政策金融公庫総合研究所「中小企業景況調査」とは、三大都市圏の日本政策金融公庫取引

先 社を対象に、毎月行われる調査。

日本政策金融公庫総合研究所「全国小企業月次動向調査」とは、小企業を従業員数 人未満の

企業と定義し、全国の日本政策金融公庫取引先の小企業 社を対象に毎月行われる調査。

本調査において、「小企業」とは、従業者 人未満の企業をいう。
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第 ①図 消費税率引上げ前後の中小企業・小規模事業者

の売上 の推移 中小企業

建設関連
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設備投資関連

乗用車関連 家電関連

食生活関連 衣生活関連

その他

か月 か月

か月 か月

か月 か月

か月

資料：日本政策金融公庫総合研究所「中小企

業景況調査」

消費税率引上げ
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▲
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第 ②図 消費税率引上げ前後の中小企業・小規模事業者

の売上 の推移 小企業

製造業 卸売業

小売業 飲食店

サービス業 建設業 受注額

運輸業

か月 か月

か月 か月

か月 か月

か月

資料：日本政策金融公庫総合研究所「全国小

企業月次動向調査」

消費税率引上げ
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また、中小企業庁では、消費税率引上げを踏まえ、転嫁状況を定期的にモニタリン

グするため、平成 年 月から転嫁状況に関する事業者へのアンケート調査 月次モ

ニタリング調査 を実施している 第 図 。これによると、 年 月時点では、

事業者間取引については ％、消費者向け取引については ％の事業者が「全て転

嫁できている」と回答している一方、事業者間取引については ％、消費者向け取引

については ％の事業者が「全く転嫁できていない」と回答している。

このように、今回の消費税率引上げは、中小企業・小規模事業者の売上等に大きな

影響をもたらしたことを確認してきたが、今後も、中小企業・小規模事業者の消費税

の販売価格への転嫁状況等について、引き続き注視していく必要がある。

事業者間取引

全て転嫁できている 一部を転嫁できている

全く転嫁できていない その他（経営戦略上、転嫁しなかった等）

事業者間取引
消費者向け取引

第 図 消費税を適切に価格転嫁できている中小企業の割合

資料：中小企業庁「消費税の転嫁状況に関する月次モニタリング調査」 年 月
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．原材料・商品仕入単価、売上単価、採算

第 章で見たように、 年は原材料・エネルギー価格の動向、為替の動向が企業

の業況に大きな影響を与えた 年だった。そこで、中小企業・小規模事業者の原材料・

商品仕入単価、売上単価、採算の動向について、詳細に見ていく。

第 図は、景況調査 により中小企業・小規模事業者の原材料・商品仕入単価

、売上単価 、採算 経常利益 の推移を示したものである。中小企業の売上単

価 前年同期に比べて、売上が「上昇」と答えた企業の割合 ％ から、「低下」と答

えた企業の割合 ％ を引いたもの を見ると、売上単価は 年 月期から

年 月期まで 期連続でマイナス幅が縮小するなど、緩やかに上昇した。その一方

で、 年 月期から 年 月期にかけては原材料・商品仕入単価 前年

同期に比べて、原材料・商品仕入単価が「上昇」と答えた企業の割合 ％ から、「低

下」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの も 期連続で上昇し、採算 前年同期に

比べて、経常利益が「増加」と答えた企業の割合 ％ から、「減少」と答えた企業の

割合 ％ を引いたもの は下押しされた。 年 月期から同年 月期にかけて

は消費税率引上げの影響もあり原材料・商品仕入単価 が から へ上昇し、

この間採算 も悪化したが、同年 月以降の原油価格下落の影響等もあり、同年

月期以降、原材料・商品仕入単価 は低下した。他方で、 年 － 月期以降、採

算 が低下していることを考えると、中小企業・小規模事業者は、原材料・商品仕

入単価の上昇を売上単価に十分に転嫁できていない可能性があるといえる。

                                                   
中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」では、消費税率引上げなどの制

度の変更の影響も含めた回答を元に を算出している。
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年 月には、原材料・エネルギーコストの増加が、とりわけ中小企業・小規

模事業者の収益を強く圧迫していることが懸念されたことから、中小企業庁は全国の

商工会、商工会議所、中小企業団体中央会を通じて、原材料・エネルギーコストの増

加による中小企業・小規模事業者への影響調査を実施した。この結果、 年 月

頃と比べて、経常利益が「増加」と答えた企業の割合は ％である一方、「減少」

と答えた企業の割合は ％となった 第 ①図 。経常利益の状況を業種別に見

ると、加工組立型製造業 、建設業で「増加」と答えた企業の割合が、「減少」と答え

た企業の割合を上回る一方、小売業、運輸・郵便業、サービス業、卸売業、生活関連

型製造業 、基礎素材型製造業 で「減少」と答えた企業の割合が、「増加」と答えた

企業の割合を上回った。

                                                   
「加工組立型製造業」とは、自動車、テレビ、時計などの加工製品を製造する産業をいう。

「生活関連型製造業」とは、飲食料品、衣服、家具等の衣食住に関する製品等を製造する産業

をいう。

「基礎素材型製造業」とは、鉄、石油、木材、紙などの製品で、産業の基礎素材となる製品を

製造する産業をいう。

▲

▲

▲

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

原材料・商品仕入単価 売上単価・客単価 採算 経常利益、％

資料：中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」

注 原材料 ・売上単価 は、前年同期に比べて、原材料価格・売上が「上昇」と答えた企業の割合 ％ から、「低下」と答えた企業の割合

％ を引いたもの。
採算 は、前年同期に比べて、採算が「好転」と答えた企業の割合 ％ から、「悪化」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの。

年

第 図 中小企業・小規模事業者の原材料・商品仕入単価 、売上単

価・客単価 、採算（経常利益） の推移

期
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また、経常利益が減少した企業の減少の要因を見ると、最も多いのが「原材料・エ

ネルギーコストの変化」 ％ 、次に多い要因が、「売上高の変化」 ％ とな

った 第 ②図 。
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小規模

中規模

54.8％
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（n=726）

（n=650）
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＋ ％未満 不変 ▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満
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＋ ％未満 不変 ▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満

▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％以上
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49.0％

45.6％

（n=1403）

（n=726）
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38.8％

35.8％

42.4％

第 ①図 年前と比べた中小企業・小規模事業者の経常利益の状況

年 月
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製造業
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基礎素材型

製造業

生活関連型

製造業

卸売業
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小売業

その他

52.2％

（n=186）

（n=213）

（n=132）

（n=185）

（n=114）

（n=207）

（n=131）

（n=202）

（n=17）

47.9％

37.8％

33.6％

42.0％

36.7％

35.8％

23.8％

41.2％

34.4％

38.0％

44.7％

49.7％

50.1％

50.7％

55.1％

59.4％

53.0％

加工組立型

製造業

建設業

運輸・郵便業

基礎素材型

製造業

卸売業

生活関連型

製造業

サービス業

小売業

その他

＋ ％以上 ＋ ％～＋ ％未満 ＋ ％～＋ ％未満 ＋ ％～＋ ％未満 ＋ ％未満 不変 ▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％以上

加工組立型

製造業

建設業

運輸・郵便業

基礎素材型

製造業

卸売業

生活関連型

製造業

サービス業

小売業

その他

＋ ％以上 ＋ ％～＋ ％未満 ＋ ％～＋ ％未満 ＋ ％～＋ ％未満 ＋ ％未満 不変 ▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％～▲ ％未満 ▲ ％以上

資料：中小企業庁「ここ 年の中小企業・小規模企業の経営状況の変化について」 年 月

注 調査期間は、 年 月 ～ 日。

全国の商工会議所、商工会、中央会を通じて中小企業・小規模事業者に書面調査を実施。
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さらに、足下の原材料・エネルギーコストの変化を商品・サービスの価格に反映で

きているか、価格転嫁の状況を尋ねたところ、これまでの価格転嫁の状況については、

価格転嫁が困難 「ほとんど反映できていない」、「全く反映できていない」 と答え企

業が半数以上 ％ となった一方、価格転嫁ができている 「ほとんど反映できて

いる」と答えた企業は ％となった。また、今後の価格転嫁の見込みについては、

価格転嫁が困難と答えた企業は半数近く ％ となっている一方、価格転嫁ができ

る 「ほとんど反映できる」 と答えた企業は ％となっており、価格転嫁が困難な

実態が明らかになった。

売
上
高
の
変
化

為
替
の
変
化

原
材
料
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス

ト
の
変
化

人
件
費
の
変
化

そ
の
他

（％）

第 ②図 経常利益減少の要因

経常利益が減少した企業の回答（ ）

資料：中小企業庁「ここ 年の中小企業・小規模企業の経営状況の変化について」 年 月

注 調査期間は、 年 月 ～ 日。

全国の商工会議所、商工会、中央会を通じて中小企業・小規模事業者に書面調査を実施。
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続いて、エネルギーコストの増加に対する取組について見てみると、これまで省エ

ネ関連の取組を行ってきた企業は全体の ～ 割程度となっており、 割を超える企業

が今後取り組んでいこうとしているが、ここで注目したいのは価格転嫁対策について

である。 ％を超える企業がこれまで価格転嫁対策に取り組んでいるが、今後につい

ては ％を超える企業が取り組んでいこうとしており、ほぼ 倍近い増加となってい

る。先述のとおり価格転嫁が困難な状況ではあるが、価格転嫁対策に今後取り組んで

いこうとする企業の意識は強いことが分かった。また、人員・人件費以外のコスト削

減 経費節減等 については、 ％を超える企業がこれまで取り組んできているが、今

後についても ％を超える企業が取り組んでいこうとしている。

全体

小規模

中規模

＜これまで＞ ＜今後＞

価格転嫁が困難
56.3％

56.4％

57.1％

（n=1008）

（n=513）

（n=473）

全体

小規模

中規模

価格転嫁が困難
48.9％

48.3％

50.0％

（n=998）

（n=509）

（n=468）

運輸・郵便業

サービス業

加工組立型…

建設業

ほとんど反映できている（＋ ％～＋ ％ 半分以上反映できている（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できていない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できていない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できていない（ ～＋ ％未満）
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ほとんど反映できていない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できていない（ ～＋ ％未満）

運輸・郵便業

サービス業

加工組立型…

建設業

ほとんど反映できている（＋ ％～＋ ％ 半分以上反映できている（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できていない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できていない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できていない（ ％～＋ ％未満）

運輸・郵便業

サービス業

加工組立型…

建設業

ほとんど反映できている（＋ ％～＋ ％） 半分以上反映できている（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できていない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できていない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できていない（ ％～＋ ％未満）

運輸・郵便業

サービス業

加工組立型…

建設業

ほとんど反映できている（＋ ％～＋ ％ 半分以上反映できている（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できていない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できていない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できていない（ ～＋ ％未満）

運輸・郵便業

基礎素材型…

サービス業

生活関連型…

加工組立型…

小売業

建設業

卸売業

ほとんど反映できる（＋ ％～＋ ％） 半分以上反映できる（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できない（ ％～＋ ％未満）

運輸・郵便業

基礎素材型…

サービス業

生活関連型…

加工組立型…

小売業

建設業

卸売業

ほとんど反映できる（＋ ％～＋ ％） 半分以上反映できる（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できない（ ％～＋ ％未満）

運輸・郵便業

基礎素材型…

サービス業

生活関連型…

加工組立型…

小売業

建設業

卸売業

ほとんど反映できる（＋ ％～＋ ％） 半分以上反映できる（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できない（ ％～＋ ％未満）

運輸・郵便業

基礎素材型…

サービス業

生活関連型…

加工組立型…

小売業

建設業

卸売業

ほとんど反映できる（＋ ％～＋ ％） 半分以上反映できる（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できない（ ％～＋ ％未満）

運輸・郵便業

基礎素材型…

サービス業

生活関連型…

加工組立型…

小売業

建設業

卸売業

ほとんど反映できる（＋ ％～＋ ％） 半分以上反映できる（＋ ％～＋ ％未満） 半分未満しか反映できない（＋ ％～＋ ％未満）

ほとんど反映できない（＋ ％～＋ ％未満） 全く反映できない（ ％～＋ ％未満）

価格転嫁できている
14.8％

16.2％

13.7％

価格転嫁できる
14.7％

15.7％

13.9％

第 ③図 足下の原材料・エネルギーコスト変化の商品・サービス

価格への反映状況

資料：中小企業庁「ここ 年の中小企業・小規模企業の経営状況の変化について」 年 月

注 調査期間は、 年 月 ～ 日。

全国の商工会議所、商工会、中央会を通じて中小企業・小規模事業者に書面調査を実施。
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こうした状況を踏まえ、経済産業省では、取引条件の改善について、 年 月

に、各公的金融機関における返済条件の変更への対応や、下請代金法に基づく立入検

査等から成る転嫁対策の政策パッケージを打ち出し、さらに、 年 月には、業種

ごとの「下請取引ガイドライン」に模範となる事例を追加するなどの改訂、このガイ

ドラインに沿った取引適正化の要請と実施状況のフォローアップ及び、下請代金法に

基づく大企業に対する集中的な立入検査の更なる徹底を行うこととした、更なる対策

を取りまとめたところであり、原材料・エネルギー価格の上昇により立場の弱い中小

企業者・小規模事業者にしわ寄せがいかないよう、政府として転嫁対策に万全を期し

ている。

第 ④図 エネルギーコストの増加に対する対策
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資料：中小企業庁「ここ 年の中小企業・小規模企業の経営状況の変化について」 年 月

注 調査期間は、 年 月 ～ 日。

全国の商工会議所、商工会、中央会を通じて中小企業・小規模事業者に書面調査を実施。
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．生産

続いて、中小企業・小規模事業者の生産について見ていく。

第 図は、中小企業・小規模事業者の生産を、中小企業庁「規模別製造工業生

産指数」により 年の水準を とした指数で見たものである。製造工業のほか、

付加価値ウェイトの大きい鉄鋼業、電気機械工業、輸送機械工業、化学工業について

推移を示している。中小企業・小規模事業者の生産は、 年 月以降、緩やかに持

ち直しており、 年 月以降は輸送機械工業の生産の弱さ等から弱い動きもみられ

たが、足下では再び持ち直しの動きがみられる。業種別に見ると、とりわけ電気機械

工業、化学工業については比較的高水準で推移している一方、鉄鋼業、輸送機械工業

は足下では弱い動きとなっている。

．設備

続いて、中小企業の設備について見ていく。

日銀短観により、中小企業の生産・営業用設備判断 生産・営業用設備が「過剰」

と答えた企業の割合 ％ から「不足」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの を業種

別に見ると、製造業では 年 月調査以降、 年 月調査まで 期連続でプラ

ス幅が縮小し、過剰感が緩和されたが、 年 月調査以降はほぼ横ばいとなってい

る 第 図 。また、非製造業においても、 年 月調査以降、 期連続で「不

製造工業 鉄鋼業 輸送機械工業 化学工業 電気機械工業

資料：中小企業庁「規模別製造工業生産指数（中小企業製造工業生産指数）」

年＝

年

第 図 規模別製造工業生産指数の推移

月

中小企業白書  2015

第1部
平成26年度（2014年度）の中小企業・小規模事業者の動向

第
2
章

33



 

足」が「過剰」を上回るなど、中小企業の設備に対する不足感は強まっている。

 
．雇用

続いて、中小企業・小規模事業者の雇用の状況を見ていく。

第 図は、中小企業・小規模事業者の従業員数過不足 従業員が「過剰」と

答えた企業の割合 ％ から、「不足」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの を業種別

に見たものである。第 章で見たとおり、 年以降我が国経済全体における雇用環

境が着実に改善する中、中小企業・小規模事業者では 年 月期以降、従業員

の過剰感が次第に解消され、 年 月期には「不足」が「過剰」を上回り、同期

以降は不足感が強まっている。とりわけ建設業、サービス業については、他の業種と

比べて不足感が強い状況となっている。

▲

▲

製造業 非製造業

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

注 設備投資過剰感 とは、生産設備が「過剰」と答えた企業の割合 「不足」と答えた企業の割合。

資本金 千万円以上 億円未満の企業を中小企業としている。

％

年

第 図 中小企業の生産・営業設備判断 の推移

期

過剰

不足
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中小企業・小規模事業者で従業員の不足感が強まる一方、求人の状況を見ると地域

ごとにばらつきがある。有効求人倍率を都道府県ごとに見ると、有効求人倍率が

以上の都府県が である一方、 を下回る道府県は あり、求人の状況は地域に

よりばらつきがあることが分かる 第 図 。

▲

▲

▲

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

（ 、％ ）

資料：中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」
注 従業員過不足数 とは、「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不足」と答えた企業の割合（％）を引いたもの。

年

第 図 業種別に見た中小企業・小規模事業者の従業員数過不足

の推移

期

過剰

不足
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．中小企業・小規模事業者の賃上げの状況

長引くデフレから脱却し、アベノミクスによる経済の好循環を軌道にのせていくた

めには、地域の中小企業・小規模事業者を含む企業全体で、物価上昇を上回る賃金上

昇を実現させていかなくてはならない。そこで本項では、中小企業・小規模事業者の

賃上げの状況について確認していく。

中小企業庁が 年 ～ 月に実施した「中小企業の雇用状況に関する調査」によ

ると、常用労働者 いわゆる正社員 の一人当たり平均賃金 定期昇給を含む を「引き

上げる 引き上げた」とする中小企業・小規模事業者の割合は 年度では ％で

あったのに対し、 年度では ％となっており、増加している 第 図 。

また、賃金を「引き上げる 引き上げた」主な理由としては、「従業員の定着・確保」

が ％と最も多くなっており、中小企業の人手不足感が表れた結果となっている

第 図 。逆に賃金を「引き上げない 引き上げていない」とした企業につ

いて、その主な理由を尋ねたところ、「業績の低迷」が ％と最も多くなっており、

業績の低迷が賃上げを妨げている状況が分かる 第 図 。また、次いで「賃

金より従業員の雇用維持を優先」、「原油・原材料価格の高騰」が多くなっており、賃

上げを妨げる要因として雇用維持への努力やコストアップの影響があることが分か

る。

また、賃金を「引き上げる 引き上げた」と回答した企業の地域ごとの実施割合を
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資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」

注 有効求人倍率には、新規学卒者を除きパートタイムを含む。

倍

第 図 都道府県別有効求人倍率 年平均
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見ると、 年度においては、都市部 関東・中部・近畿 の平均割合が ％と他

の地域よりも高かったが、 年度においては全地域においてこの値を上回る状況と

なっている 第 図 。

以上で見てきたとおり、 年度に賃上げを実施した中小企業・小規模事業者は

年度に比べ全国的に増加し、地域間の格差も少なくなっており、中小企業へ「経

済の好循環」が着実に波及しつつあるといえる。

年度

年度

引き上げる 引き上げた 引き上げない 引き上げていない 無回答

常用労働者の一人あたり平均賃金の引上げ 定期昇給を含む の状況

従業員の定着･確保

業績回復の還元

消費税率引き上げ

同業他社の賃金動向

税制面や支援制度による環境の整備 ％

平成 年度に常用労働者の一人あたり平均賃金を

引き上げる 引き上げた主な理由

業績の低迷

賃金より従業員の雇用維持を優先

原油･原材料価格の高騰

消費税率引き上げ

他社製品･ｻｰﾋﾞｽとの競争激化

取引先企業からの値下げ要求

同業他社の賃金動向

設備投資の増強

製品･技術等開発､新事業展開
％

平成 年度に賃金を引き上げない 引き上げて

いない主な理由

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

年度 年度
％

地域ブロック別、賃金を「引き上げた」とする企業の割合

資料：中小企業庁「中小企業の雇用状況に関する調査」 年 月

第 図 中小企業・小規模事業者における賃上げの状況
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．資金繰り

続いて、中小企業・小規模事業者の資金繰りの状況を見ていく。

景況調査により、資金繰り 前期に比べて、資金繰りが「好転」と答えた企業の

割合 ％ から、「悪化」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの の推移を見てみると 第

図 、中小企業・小規模事業者の資金繰り は 年 月期以降、マイ

ナス幅が縮小傾向にあり、着実に改善している。ただし、 年 月期には消費税

率引上げによる反動の影響等により悪化したが、同年 月期以降は再び持ち直して

いる。

．倒産

最後に、中小企業・小規模事業者の倒産件数の推移を見ていく。

第 ①図は、株式会社東京商工リサーチによる倒産件数の推移を月次で表した

ものである。中小企業・小規模事業者の倒産件数は、資金繰りの改善等を背景に

年以降着実に減少しており、 年 月現在で 件となっている。

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

資料：中小企業庁・ 独 中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」
注 資金繰り は、前期に比べて、資金繰りが「好転」と答えた企業の割合 ％ から、「悪化」と答えた企業の割合 ％ を引いたもの。

、前期比季節調整値

年

第 図 中小企業・小規模事業者の資金繰り の推移

期
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大企業を含めた全倒産件数を長期で見てみると、 年の年間倒産件数は

件となり、 年以来 年ぶりに 万件を下回る低水準となった 第 ②図 。

前年比では ％減となり、 年以来、 年連続で前年を下回っている。都道府県

別では、 都道府県において前年を下回り、全国的に倒産が減少した。

▲

▲

▲

▲

▲

中小企業 左軸 前年比
（件）

（月）

（年）

（％）

第 ①図 中小企業・小規模事業者の倒産件数の推移 短期

資料： 株 東京商工リサーチ「倒産月報」
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▲

▲

倒産件数（左軸） 前年比（右軸）

（件） （％）

（年）

件

資料： 株 東京商工リサーチ「倒産月報」

第 ②図 倒産件数の推移（長期）
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【コラム 自殺者数の推移について】

 
景気の動向は自殺者数の増減に影響を与えていることが指摘されているが、我が国

の自殺者数は 年以降、 万人を超える状況が続いていたが、 年以降 年連

続で前年と比べて減少し、 年からは 人、 人、 人と 万人を

下回っており、自殺者数は着実に減少している コラム ①図 。

また、職業別に自殺者の推移を見ると、自営業・家族従事者の自殺数は、 年ま

では年間 人以上で推移していたが、 年には 人、 年には

人となり、自営業・家族従事者の自殺数も着実に減少している コラム ②図 。

（万人）

コラム ①図 自殺者数の推移

（年）

資料：警察庁 、内閣府
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不詳 無職 被雇用者・勤め人 自営業・家族従事者（万人）

（年）

コラム ②図 職業別の自殺者数の推移

資料：警察庁 、内閣府
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．まとめ

以上で見てきたように、比較的厳しい経営状況が続く中小企業・小規模事業者にお

いては、消費税率引上げによる駆け込み需要の反動の影響、原材料・エネルギーコス

トの増加の影響等から、景況感を示す指標に弱い動きもみられた。

しかし足下では、国内石油製品価格の下落やマクロ経済環境の持ち直し等から、中

小企業・小規模事業者の景況感に持ち直しの動きがみられる。ただし、消費税率引上

げや原材料・エネルギー価格の上昇に伴って顕在化した中小企業・小規模事業者の価

格転嫁問題等については、引き続き注視が必要な状況であり、現在、政府としても対

策を講じているところである。
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